
 

 

議第１号議案 

 

地域計画の実現を求める意見書 

 

 

地域計画の実現を求める意見書を、ふじみ野市議会会議規則（平成１７年ふじみ

野市議会規則第１号）第１４条第１項の規定により提出します。 

 

  令和８年３月１２日 
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賛成者 ふじみ野市議会議員      

 

                      山 田 敏 夫 

 

                      原 田 雄 一 

 

                      川 畑 京 子 
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ふじみ野市議会 

議長 加 藤 恵 一 様 

 



 

地域計画の実現を求める意見書 

 

農業経営基盤強化促進法の改正法が令和４年５月に成立し、令和５年４月から

施行されたことにより、令和７年３月にふじみ野市においても地域計画が策定さ

れました。 

主な内容として、高齢化や人口減少の本格化により農業者の減少や耕作放棄地

が拡大し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念されるなか、農地の

利活用促進に向けて、１．地域での話合いにより目指すべき将来の農地利用の姿

を明確化する、２．地域内外から農地の受け手を幅広く確保しつつ、農地バンク

を活用した農地の集約化等を進める、としています。 

しかし、高齢化や後継者不足に加え、農業用機械の更新に係る費用が重くのし

かかる中、国が示す地域計画にある農地の集約・集積の実現に係る経費を誰が負

担するのかなど、課題が山積しています。このような状況の中、異常気象等によ

り高騰した令和６年産のコメの米価はその後も引き続き高止まりの状況にあり、

コメの持続可能な安定供給が懸念される事態に陥っています。稲作は我が国の国

民生活の根幹であり、国家の安全保障の問題でもあります。 

よって、後継者不足の解消や消費者の理解、地域計画の実現に向け、国におい

て下記事項を推進していただくよう強く求めます。 

記 

１ 農地の集約・集積を実現するための土地改良に係る経費の支援 

２ 農業用機械の購入・更新、資材購入費用の支援 

３ 農地の現況に即した固定資産税課税の適正化 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出いたします。 

 

令和８年３月  日 

 

埼玉県ふじみ野市議会      

 

提出先 

衆議院議長 
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内閣総理大臣 

総務大臣 

財務大臣 

農林水産大臣 


